































千葉商大論叢　第 56 巻　第 2 号（2018 年 11 月）pp. 143-199
はじめに―問題の所在と研究の方向性














































　我が国では，租税特別措置法通達 66 の 4（3）-3（比較対象取引の選定に当たって検
討すべき諸要素等）（注）1に，「売手又は買手の果たす機能の類似性については，売手











法人税法施行令第 13 条第 8号イからソにおいては，以下のとおり規定されている。




（2） BEPS 無形資産関連論文等については，青山慶二「BEPS における移転価格問題について」租税研究 783 号
310 頁（2015），吉村政穂「移転価格税制と無形資産‐BEPS 最終報告書の公表を受けて」租税研究 797 号
471 頁（2016），望月文夫「OECDの無形資産と今後の展開について」租税研究 802 号 393 頁（2016），宮武
敏夫「OECDガイドライン―第 6章無形資産に対する特別の配慮の 2015 年 10 月 5 日付全面改正について」




利益移転（BEPS）対策税制-日税研論集 73 号』43 頁日本税務研究センター（2018）などがある。





































（4） 2010 年 OECDガイドラインパラ 6.2，6.3 及び 6.4 参照
 なお，改正趣旨説明として上野嘉一「『移転価格事務運営要領（事務運営指針）』及び『連結方法に係る移転
価格事務運営要領（事務運営指針）』の改正について」国際税務 26 巻 6 号 31 頁（2006）
―146―
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3．考察






第 3 章　評価困難な無形資産の譲渡とガイドラインパラ 6.192 の調整
　ガイドラインパラ 6.189 に評価困難な無形資産（‛HardtoValueIntangible‘，以下「HTVI」
という。）の定義，パラ 6.190 にその特徴，パラ 6.192 に HTVI への「事後的な利益水準に
基づく調整」，及びパラ 6.193 にパラ 6.192 の適用除外が記されている。
　本章では，第 1節でこれらの内容を概観し，第 2節以下で問題点等を考察する。本章で
は，基本的にHTVI の譲渡に焦点を当てる。


















・パラ 6.189 の HTVI の定義に当てはまる，関連会社へ一時金支払いにより譲渡され






























































第 2 節　 事後的な利益水準に基づく調整及びその適用除外が導入された場合の論点①
―HTVI の定義及び HTVI に該当しない無形資産の取り扱いの明確化
1．HTVI の定義の明確化の必要性























































































































　2017 年ガイドラインパラ 6.192 では，「事案ごとの事実及び状況に基づき，かつ，第
3章 B.5 節の指針を考慮して，このアプローチの適用に関する情報については複数年度
の分析が適切かもしれない。」とされ，複数年度のアプローチが示されている。また，








（7） アドビシステムズ事件高裁判決（東京地裁平成 19 年 12 月 7 日判決，東京高裁判決平成 20 年 10 月 30 日（平
成 20 年（行コ）20 号））




ケティング無形資産について法人税法 22 条 2 項を使って日本法人からアイルランド法人に対してマーケ
ティング無形資産の無償譲渡あったと認定して譲渡益課税を行うアプローチの可能性を述べられている（太
田洋＝手塚崇史「近時の移転価格裁判例の動向（第 1回）」租税研究 723 号 170 頁（2010））。
―154―
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ると認められるとき」（通則法 74 の 11 ⑥）以外の再調査ができないような規定が設け









税通則法第 7章の 2（国税の調査）関係通達 5-7（「新たに得られた情報」の意義）によ
ると，国税通則「法第 74 条の 11 第 6 項に規定する『新たに得られた情報』とは，同条






















たに得られた情報」とは（国税通則法 74 条の 11 第 6 項）」国際税務 38 巻 1 号 85 頁（2018）
―156―

































　第 1期首に内国法人から国外関連者へHTVI の譲渡を行う。そのHTVI の予測利
益は 15 年間で 150（10 × 15 年）とし，5年間の「実際の結果」及び 15 年間の「実際
の結果」の変化に応じて検討を行う。無形資産の譲渡後 5年間を対象に税務当局によ
り調査が行われると想定する。






















製薬業では，我が国では，候補物質の探索から販売までだいたい 10 年から 18 年と
言われており（11），このうち，初回治験届出から承認までに約 6年（2016 年時点）

































【設例 1】5 年間の実際の結果→上方乖離 20％超　15 年間の実際の結果→上方乖
離 20％超
　譲渡後 5年間の実際の結果は 100（20 × 5 年間）であり予測 50 から 20％超の上
方乖離し，その後 10 年間で 200（20 × 10 年間）を計上した結果，15 年間の実際
の結果の合計は 300 となり予測合計 150 から 20％超上方乖離した場合。
【設例 2】5 年間の実際の結果→上方乖離 20％超　15 年間の実際の結果→一致（乖
離 20％以内）
　譲渡後 5年間の実際の結果は 100（20 × 5 年間）であり予測利益合計 50 から
20％超上方乖離したが，その後 10 年で 50（5×10 年間）しか計上できず，15 年
間の実際の結果の合計は 150 となり予測利益合計 150 と一致した場合。
　【設例 1】及び【設例 2】において，HTVI の譲渡後 5年が経過した時点でその 5
年間を対象として予測 50（10 × 5 年間）と実際の結果 100（20×5 年間）との乖離が
20％を超えていたため，100 を基に税務当局により調整が行われたと仮定する。【設
例 1】は，実際に 15 年間 20 ずつ得るケースであり，15 年間の合計でも 20％超の
上方の乖離があるため 5年間の課税の合理性が認められるが，一方で【設例 2】では，








































【設例 3】5 年間の実際の結果→上方乖離 20％以内　15 年間の実際の結果→上方
乖離 20％超
　譲渡後 5年間において予測を少し上回る程度の 55（11×5 年間）を計上したも
のの，その後 10 年間で 200（20 × 10 年間）を計上した結果，15 年間の実際の結




【設例 4】5 年間の実際の結果→上方乖離 20％超　15 年間の実際の結果→下方乖
離 20％超
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　以下，我が国の現行の規定が，ガイドラインパラ 6.192 の事後的な利益水準に基
づく調整の導入と整合的か検討をを行う。








【設例 5】5 年間の実際の結果→下方乖離 20％超　15 年間の実際の結果→下方乖
離 20％超
　譲渡後 5年間の実際の結果の合計が 35（7 × 5 年間）となり予測利益合計 50 から
20％超下方乖離があり，その後 10 年間で 70（7×10 年間）を計上した結果，15 年
間の実際の結果の合計が 105 となり予測利益合計 150 から 20％超の下方の乖離が
あるケースは，譲渡価格を誤って算定した可能性があるが，5年間で 20％の下方の
乖離がある場合，我が国の現行の規定では対応できない。
　ここで，現行の我が国の加算のみの制度はパラ 6.192 及びパラ 6.193 と果たして
整合的なのか疑問が生じる。確かにパラ 6.192 では「事後的な利益水準に基づく調

























【設例 6】5 年間の実際の結果→下方乖離 20％超　15 年間の実際の結果→上方乖
離 20％超
　譲渡後 5年間は実際の結果の合計が 10（2 × 5 年間）であり予測利益合計 50（10×
5 年間）から 20％超の下方乖離があり，その後 10 年間で 200（20×10 年間）を計上
















　ガイドライン 6.193 ⅳ）には，「非関連者からの当該HTVI に係る収入が初めて
生み出された年から 5年の商業期間が経過」と示されている。
　非関連者からのHTVI に係る収入が初めて生み出された年から 5年（ないし 6
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第 4 章　適用されうる算定手法 












































































































合，パラ 6.189 の HTVI に該当しなくなるというより大きな問題が内在しよう。
（15）デロイトトーマツフィナンシャルアドバイザリー合同会社編『第 3版 /M&A無形資産評価の実務』154 頁
清文社（2016）
















































































































































































































 なお，伊藤邦雄『新・企業価値評価』316 頁日本経済新聞社出版（2014）でも一般的に 10 年物長期国債を
用いることが多い旨述べられている。
 外国のリスクフリーレートについては，例えば米国企業を評価する場合 10 年物ストリップス債を使用し，
欧州企業を評価する場合 10 年物国債が望ましいとされている（前掲注 27・334 頁）
（35）前掲注 19・36 頁
―170―
















　我が国では，平成 23 年 10 月 1 日以後に開始する事業年度より最も適切な方法（ベ
ストメソッド）が採用されている（措法 66 の 4 ②）。
　ただし，基本三法の適用における比較可能性が十分である場合は，基本三法を選定
（独立価格比準法の適用における比較可能性が十分である場合は，独立価格比準法
法を選定）することとされており，独立価格比準法（措法 66 の 4 ②一イ）＞その他
の基本三法（措法 66 の 4 ②一ロ，ハ）＞基本三法に準ずる方法その他政令で定める


























































































（40）措置法令第 39 条の 12 第 8 項 1 号ハ，措置法通達 66 の 4（3）-1（5）









































価として，裁判所は「1兆 2086 億 0127 万円（売上高の特許の設定登録時における価値）×1/2（競合会社に
本件特許を実施許諾していれば上記売上高の少なくとも 2分の 1は競合会社である豊田合成やクリー社によ
り販売）× 20％（想定実施料率）× 50％（発明者の貢献度）＝ 604 億 3006 万円」と判断した（東京地裁平成
13 年（ワ）第 17772 号特許権持分等確認請求事件，平成 16 年 1 月 31 日判決）。その後，平成 17 年 1 月 11



































































第 5 章　 将来の予測に基づく無形資産の価格の算定を巡る論点 
―アマゾン事件判決を例に
　本章では，Amazon.comInc.&Subsidiaries,Petitioner.v.CommissionerofInternational









（52）本判決の評釈等として，例えば，望月文夫「米国アマゾン事件判決とCUT法の適用」租税研究 814 号 196
頁（2017），濱田明子「米国Amazon に対する所得相応性基準の適用とその問題点Application for
CommensuratewithIncomeStandardtoUSAmazon」税務事例 50 巻 4 号 92 頁（2018），一高龍司「米国
租税裁判所のAmazon 判決の紹介」ジュリスト 1516 号 37 頁（2018）
―176―


































資産の課税繰延べ取引と内国歳入法典 482 条（一）（二・完）」民商法雑誌 118 巻 4・5 号 610 頁，118 巻 6 号
803 頁（1998），本庄資「国際課税米国法人税制（第 11 回）無形資産・費用分担契約・サービス―移転価格
税制（3）」租税研究 719 号 253 頁（2009），一高龍司「費用分担契約と取引単位の問題について」租税研究







のバイインペイメントとして同年から 7年間で約 2.27 憶ドル，また，割当契約でマー
ケティング無形資産（ヨーロッパ事業に関連するトレードマーク，トレードネーム，
ドメインネーム）及びヨーロッパ顧客情報等の情報のバイインペイメントとして






























れ IRS が敗訴したVeritas 事件判決（VeritasSoftwareCorporation&Subsidiaries,SymantecCorporation
（Successor in Interest toVeritasSoftwareCorporation&Subsidiaries）,Petitionerv.Commissionerof
InternalRevenue,Respondent,133T.C.No.14）との事実関係の差異も主張している。
―178―













































































察―ザイリングス事案及びベリタス事案―」租税研究 734 号 266 頁（2010），渕圭吾「ヴェリタス事件米国
租税裁判所判決」中里実編著『移転価格税制のフロンティア』341 頁有斐閣（2011），手塚崇史＝森信夫「最
近の米国コストシェアリング裁判事例について」国際税務 30 巻第 5号 55 頁（2010）等がある。
―180―




に）約 7年であり，その後の減価により 2011 年末までにはわずかな価値
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・当該 4％の手数料率はAEHTとの費用分担契約 18 か月後の 2006 年 7 月に
改定され，売上高に応じた段階的な手数料とされ，さらに支払額に上限が設
定された。4％から付随的な部分を差し引く修正のため，原告は 2006 年 7 月
の改定の際の「扱い（dealdecks）」を用いて 2.05％に修正しているが，こ
の改定は 2005 年 1 月時点で 4％だった手数料構造を引き下げるものであり，
原告の主張はこの事後的な改定に比重を置きすぎている。
・Target 社が最適な比較対象である一方，文書による記録が不完全ではある
が，少なくとも（修正後の）ロイヤルティ率は 2005 年 1 月の契約からみて 4％
未満であり，2006 年 7 月の契約からみて 2.05％よりも十分に高い水準と結
論付けられる。


































/2010 年 1 月時点の全体のソースコード）で評価する手法を用いいくつかの
計算を行い，そのうちで最も緩やかな減価曲線を主張した。被告は「存続」
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んの減損（goodwill impairment）」の将来推計と，第三者である投資アナリ
ストが費用分担契約締結後の 2013 年 10 月に準備した報告書に依拠している。
・被告の推計が依拠している「のれんの減損」推計は，そのやり方からして信
頼のおける将来の収益を示したものとはいえず，また「のれんの減損」も投








































































（64）前掲注 5・TDK事件採決の他，本田技研工業株式会社事件判決（東京地裁平成 26 年 8 月 28 日判決（平成
23 年（行ウ）164 号），東京高裁平成 27 年 5 月 13 日判決（平成 26 年（行コ）347 号））
―186―


































（66）今治造船高裁判決（松山地裁平成 16 年 4 月 14 日判決，高松高裁平成 18 年 10 月 13 日判決，最高裁平成 19




















































































































　次に，ガイドラインパラ 6.184 及びパラ 6.185 の再交渉等に基づく修正が我が国
に導入されるのであれば，明確な適用要件が必要である。
―190―





























しても，第 4章第 2節 4. で述べた通り，少なくとも同時期に行われた「同種の事業」
































































































































（74）前掲注 64・本田技研工業株式会社事件判決において，原告は，課税処分時の措置法通達 66 の 4（5）-5 に定め
られていた残余利益分割法の適用につき租税法律主義違反と訴えたが地裁及び高裁で斥けられた。
―194―
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結びに代えて―事後的な利益水準に基づく調整規定の導入に当たっての私見









































青山慶二「BEPS における移転価格問題について」租税研究 783 号（2015）
吉村政穂「移転価格税制と無形資産―BEPS 最終報告書の公表を受けて」租税研究 797 号
（2016）
望月文夫「OECDの無形資産と今後の展開について」租税研究 802 号（2016）












運営要領（事務運営指針）』の改正について」国際税務 26 巻 6 号（2006）
太田洋＝手塚崇史「近時の移転価格裁判例の動向（第 1回）」租税研究 723 号（2010）
品川芳宣『国税通則法の理論と実務』ぎょうせい（2009）
竹内茂樹＝白樫恵「移転価格に関する再度の調査―「新たに得られた情報」とは（国税通






マッキンゼ ・ーアンド・カンパニ 『ー企業価値評価　第 6版［上］』ダイヤモンド社　（2016）




CommensuratewithIncomeStandardtoUSAmazon」税務事例 50 巻 4 号（2018）
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岡村忠生「無形資産の課税繰延べ取引と内国歳入法典 482 条（一）（二・完）」民商法雑誌




























































TDK事件国税不服審判所採決（平成 22 年 1 月 27 日採決）
アドビシステムズ事件判決（東京地裁平成 19 年 12 月 7 日判決，東京高裁判決平成 20 年
10 月 30 日）
本田技研工業事件判決（東京地裁平成 26 年 8 月 28 日判決，東京高裁平成 27 年 5 月 13 日
判決）
今治造船事件判決（松山地裁平成 16 年 4 月 14 日判決，高松高裁平成 18 年 10 月 13 日判決，
最高裁平成 19 年 4 月 10 日上告棄却・不受理決定）






 （2018.9.20 受稿，2018.11.21 受理）
―198―
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〔抄　録〕
　2015 年，OECDによる BEPS（BaseErosionandProfitShifting：税源浸食と利益移転）
プロジェクトの「移転価格税制と価値創造の一致　行動 8-10」最終報告書が取りまとめ
られ，一部変更の上，OECD移転価格ガイドライン 2017 年版として公表された。
　これを受けて，我が国に，評価困難な無形資産（Hard-To-ValueIntangibles）に係る移
転価格ルール，とりわけ所得相応性基準の導入等が検討されていることから，本稿では，
これが導入された場合の問題点等を中心に関連する論点の考察を行う。
　具体的には，無形資産の範囲についての考察，無形資産の移転等に伴う利益の価値創造
に沿った配分についての考察，評価困難な無形資産の譲渡につき移転価格ルールが導入さ
れた場合の問題点について事例も交えた考察，評価困難な無形資産の譲渡に関する移転価
格ルールが導入された場合の算定手法の論点の考察，米国の判決（アマゾン事件判決）を
例に将来の予測に基づく無形資産の価格算定の論点の考察，「国際課税に係る財務省説明
資料」に明記されてはいないが当該ガイドラインで示された再交渉や価格調整条項につい
ての考察，及び評価困難な無形資産の特徴の一つに該当する費用分担契約に係る検討を行
い，最後に若干の提言を行う。
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